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 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の８％に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨て
るものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税に係る課税事業者であ
るか免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約金額の108分の100に相当する金額を入
札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国民生活センター会計規程細
則第14条の規定に基づき、当該契約を締結す
る能力を有しない者及び破産者で復権を得な
い者に該当しない者であること。なお、未成
年者、被保佐人又は被補助人であって、契約
締結のために必要な同意を得ている者は、同
条中、特別の理由がある場合に該当する。
 独立行政法人国民生活センター会計規程細
則第15条の規定に該当しない者であること。
 平成28・29・30年度内閣府競争参加資格
（全省庁統一資格）において、「物品の販売」
において「Ａ」又は「Ｂ」等級に格付けされ、
関東・甲信越地域の競争参加資格を有する
者、又は当該競争参加資格を有していない者
で入札書の受領期限までに競争参加資格審査
を受け、競争参加資格者名簿に登載された者
であること。
 その他入札説明書等に記載した条件を満た
した者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、入札説明書の交付場所
及び問い合わせ先 〒1088602 東京都港区
高輪３1322 独立行政法人国民生活セン
ター東京事務所 総務部会計課 阿部 博一
電話0334431201

 契約条項を示す場所 〒1088602 東京都
港区高輪３1322 独立行政法人国民生活
センター東京事務所 総務部会計課 又は
〒2520229 神奈川県相模原市中央区弥栄
３１１ 独立行政法人国民生活センター
相模原事務所 総務部管理室
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 平成30年３月１日（木）
17時00分（郵送による場合は必着のこと）
 開札の日時及び場所 平成30年３月７日
（水）16時00分 東京都港区高輪３1322
独立行政法人国民生活センター東京事務所
２階大会議室

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札に関する
条件に違反した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 独立行政法人国民生活
センター会計規程第30条の規定に基づいて作
成された予定価格の制限の範囲内で最低価格
をもって有効な入札を行った者を落札者とす
る。
 手続における交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。 入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年１月 11 日

国立研究開発法人情報通信研究機構
契約担当理事 黒瀬 泰平

◎調達機関番号 816 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達件名及び数量 Ｈ30 多言語音声処理
研究開発用計算機システム及びネットワーク
の運用・管理作業 一式
 調達案件の仕様等 仕様書による。
 履行期間 仕様書による。
 履行場所 仕様書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の８％に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨て
るものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の108分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。
 本案件は、電子入札システムで行う対象調
達案件であるため、原則電子入札システムに
より入札に参加すること。なお、電子入札シ
ステムによりがたい者は、紙入札参加承認申
請書を提出すること。

３ 入札書の提出場所
 電子入札システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先 情報通信研究機構電子入札システム
https://www.ep-bid.supercals.jp/
ebidGoodsAccepter/index.jsp?

KikanNo=1390300

問い合わせ先は、以下に同じ。
 紙入札方式による場合の問い合わせ先
〒1848795 東京都小金井市貫井北町４
２１ 情報通信研究機構財務部契約室 横
山 あや 電話0423277163
 入札説明書の交付方法 平成30年１月11日
から平成30年３月２日まで、情報通信研究機
構電子入札システム内、入札情報システムよ
りダウンロードすること。
 電子入札システム及び紙入札による競争参
加のために必要な証明書等の受領期限 平成
30年３月２日12時00分
 電子入札システムによる入札書の受領期限
平成30年３月19日12時00分
※紙入札書により入札参加する場合も、上記
時刻までに３のあてに提出すること。

 開札の日時及び場所 平成30年３月20日10
時00分 情報通信研究機構入札室

５ Summary

 Contracting Entity : Tsuneo Matsumoto,

President, National Consumer Affairs Cen‑

ter of Japan (NCAC)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Toner cartridges and drums for

PIO‑NET 2015 printer, 1 set

 Delivery period : From 1 April 2018 th‑

rough 31 March 2019

 Delivery places : As in the tender do‑

cumentation

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 14 of the

NCACs accounting regulation detailed

rules. Furthermore, minors, Person under

Conservatorship or Person under Assis‑

tance that obtained the consent necessary

for concluding a contract may be appli‑

cable under cases of special reasons with‑

in the said clause.

 Not come under Article 15 of the

NCACs accounting regulation detailed

rules.

 Have Grade A or B in Sale of product

in the Kanto・Koushinetsu area in terms

of the qualification for participating in

tenders by Cabinet Office (Single qualifi‑

cation for every ministry and agency) in

the fiscal years 2016, 2017 and 2018.

 Satisfies criteria in the tender do‑

cumentation.

 Time‑limit for tender : 17 : 00 1 March

2018

 Contact point for the notice : Hirokazu

Abe, Account Division, National Consumer

Affairs Center of Japan, 31322 Ta‑

kanawa, Minato‑ku, Tokyo 1088602 Ja‑

pan. TEL 0334431201.

２ 競争参加資格
 情報通信研究機構契約事務細則第３条及び
第４条の規定に該当しない者であること。

 平成28・29・30年度総務省競争参加資格
（全省庁統一資格）「物品の製造」、「物品の販
売」又は「役務の提供等」のＡ、Ｂ又はＣ等
級に格付けされた競争参加資格を有する者で
あること。又は平成28・29・30年度情報通信
研究機構競争参加資格「物品の製造」、「物品
の販売」又は「役務の提供等」のＡ、Ｂ又は
Ｃ等級に格付けされた競争参加資格を有する
者であること。なお、全省庁統一資格につい
ては、平成29年３月31日付け号外政府調達第
61号の官報の競争参加者の資格に関する公示
の別表に掲げる申請受付窓口において随時受
け付けている。
 情報通信研究機構、総務省又は他府省等か
ら指名停止を受けている期間中でないこと。
ただし、総務省又は他府省等における処分期
間については、当機構の処分期間を超過した
期間は含めない。
 電子入札システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
 物品の納入後、修理、点検、保守その他ア
フターサービスを納入先の求めに応じて速や
かに提供できること。
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